
























分さなどを考えると､ 食料消費量の 6割（カロリーベース） を海外に依存しているわが国は大
きなリスクを抱えていると言わざるをえない。そのような中で、今回のTPP 交渉の「大筋合




漁業の再生のための基本方針 ･行動計画』（2011 年）や『農林水産業 ･地域の活力創造プラン』
（2013 年）を策定している。なかでも､ 農政の基幹であるコメ政策を大きく転換するために、









次産業化」がある。政府は 2010 年 12 月に、通称『第 6次産業化法』1）を制定して、農林漁業
者が 2次 ･3 次産業と連携して経営の多角化・複合化をはかり、地域ビジネスの展開や食品の
輸出戦略を狙った 6次産業化への支援を推進している。背景には、年間で約 95 兆円の生産額












工等）× 3次（販売､ 金融支援､ 観光等）= 6次産業で、足しても掛けても、答えは ｢6｣ だが、
掛けた場合は、どれかがゼロになると結果もゼロ。
　かつては、農家が販売事業者等と連携して加工・販売までの一貫した農業経営をめざす動き




1） 　｢6 次産業化法｣ とは「地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出及び地域の農林水産物の


















































全国で 1,811 件が認定されている。ブロック単位でみると九州が全国で最も多く、318 件（全
国比で約 18%）が認定されている（図－ 1）。なお、九州農政局の速報値（平成 27 年 12 月）
によると、九州管内で 368 件、うち熊本県が最も多く 75 件にのぼる（表－ 2）。



























福岡県 62 52 4 6 3
佐賀県 18 18 0 0 0
長崎県 36 25 1 10 0
熊本県 75 59 9 7 0
大分県 31 24 3 4 0
宮崎県 82 73 6 3 0
鹿児島県 64 49 3 12 0
合計 368 300 26 42 3

































































2～ 3％が目安、スーパー L  
資金等では低利子   　○  　 
5 ～ 7％程度の収益率が求め 
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